
物 件 調 書

物件番号 １

所 在 地 下関市豊前田町三丁目１０番１、１０番１８、１０番１９

住 居 表 示 ―

地目・地積

地番 地目 登記簿地積（㎡） 実測地積（㎡）

１０番 １ 宅地 １，７６９．９５ １，７６９．９５

１０番１８ 雑種地 ４．５８ ４．５８

１０番１９ 雑種地 ５０ ５０．０９

形状 明細図のとおり

接面道路の

幅員及び構造

北西側が幅員約 36ｍの国道 9号線、南西側が幅員

約 18ｍの市道「豊前田線」にそれぞれ等高接面し

た、間口約 90ｍ、奥行約 20ｍのほぼ長方形地

私道の負担等

に関する事項
無

都市計画

都市計画区域 下関都市計画区域 用途地域 商業地域

地区計画 海峡あいらんど２１地区（Ａ地区）

その他
・市街化区域 ・都市機能誘導区域 ・居住誘導区域

・防火地域 ・関門景観形成地域

供給

施設

状況 事業所名 電話番号

電 気 可
中国電力株式会社

下関セールスセンター
０１２０－７０７－６１４

上下水道 可
下関市上下水道局

お客様サービス課
０８３－２３１－３１２２

都市ガス 可
山口合同ガス株式会社

下関支店
０８３－２３３－３９００

交通機関

バス サンデン交通「豊前田」バス停 北東方 約７０ｍ

鉄道 ＪＲ山陽本線「下関」駅 西 方 約５５０ｍ

公共施設

下関市生涯学習プラザ（ドリームシップ） 北東方 約１８０ｍ

海峡メッセ下関 南東方 約２８０ｍ

下関市役所 北東方 約１，７００ｍ



参考

事項

・３筆：10 番 1（1,769.95 ㎡）、10 番 18（4.58 ㎡）、10 番 19（50.09 ㎡）

※雑種地であり、かつ地積が 10 ㎡を超える場合、登記簿上は小数点以下を表記しないた

め 10番 19 の登記簿上の表記は 50 ㎡となっています。

・本物件は現状のまま引渡しとなります。

・本物件は、区分所有建物（以下「下関第一ビル」といいます。）の敷地として使用されて

いるほか、駐車スペース等としても利用されています。

なお、本件売却は土地のみで、建物等は売却対象に含みません。

・下関第一ビルについては、鉄筋コンクリート・コンクリートブロック造陸屋根４階建、

建築面積 1,235.38 ㎡、延床面積 3,931.24 ㎡で、各階 16室の合計 64 室に店舗・事務所・

居宅が混在しています。

・入札公告日現在、下関市と下関第一ビルの区分所有者等との間で土地賃貸借契約（以下

「既存賃貸借契約」といいます。）を締結しており、売却にあたっては、既存賃貸借契約

における賃貸人たる地位を引き継ぐこととなります。

なお、既存賃貸借契約の契約内容等については、個人情報に該当するため、買受人には

売買契約書締結後に当該情報を提供します。また、入札前においては、下関市と秘密保

持契約を締結された方のみに一部開示しますので、開示を希望する場合は住宅政策課ま

でお問い合わせください。

・下関市が既存賃貸借契約に関して下関第一ビルの区分所有者から受領し保管している契

約保証金については、所有権移転日までに支払期日が到来した未払地代等に充当し、充

当後に残額がある場合は当該残額に相当する金員を交付します。

・供給施設の整備状況等につきましては、事前に必ず購入希望者ご自身で各事業所へご確

認ください。

・土地利用に当たっては、都市計画法、建築基準法の制限を受けることがありますので、

下関市都市計画課、下関市建築指導課まで事前に必ず購入希望者ご自身でご確認くださ

い。また、その他諸規制についても、事前に必ず購入希望者ご自身でご確認の上、関係

先までお問合せください。

・本物件上において、将来、新たな建物の建設を計画する際は、建物の高度利用を図ると

ともに、一部又は全部をにぎわい創出に資するような商業又は業務系の建築物とするよ

うに努めてください。

・本物件上において、将来の建物配置を計画するに当たっては、景観、回遊性の確保、周

辺公共施設との調和に配慮した、公開空地（歩行者が自由に通行できる通路等をいう。）



を整備するように努めてください。

・本物件の新たな土地利用を行う際には、周辺の土地と一体となった検討を行ってくださ

い。

・本物件の土地利用に関し、隣接所有者等又は地域住民等との調整等は全て買受人におい

て行っていただきます。

・越境物等に関する隣接所有者等との協議などは、全て買受人において行っていただきま

す。

・本物件は、土壌汚染、地下埋設物、地質調査及び地盤に関する調査は行っていませんの

で、調査の必要があれば買受人の負担とし、市は一切の責任を負いません。

・本物件に種類、品質、数量に関して契約の内容に適合しない状態があっても、下関市は

契約不適合責任を負いません。（消費者契約法に規定される消費者が買受人の場合にはこ

の限りではありません。）

・本物件敷地上には電柱等が存在しており、敷地上空には、各電柱等に繋がる電線等隣地

からの電線等が存在しています。電柱等の取扱いについては、全て買受人において各事

業者と協議等（移設や撤去等の関係も含む）を行っていただきます。（【問合せ先】電柱：

中国電力（株）、電話柱・電話線：西日本電信電話（株））

・本物件上には、所有者不明の工作物、駐車車両等の残置物等がありますが、現状のまま

引渡しとなります。これらの残置物等に係る所有者の調査、撤去及び処分に係る一切の

費用は買受人の負担とし、下関市は一切の責任を負いません。

・各種ハザードマップ（高潮、洪水等）に関することは、事前に必ず購入希望者ご自身で

下関市防災危機管理課までお問合せください。

・本物件は、現状では周知の埋蔵文化財包蔵地ではありません。土木工事に際して、現段

階では文化財の保護に係る法令上の手続きは必要ありませんが、掘削工事等によって遺

物や遺構など埋蔵文化財と思われるものを発見した場合には、現状を変更することなく、

下関市文化財保護課までお問合せください。

・契約締結にあたり、次の条件を付します。

①本物件を、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２項に規定する暴力団の事務所及び風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第

５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供しないこと。



②下関第一ビルの区分所有者等に対して請求する土地貸付料については、売買契約の締

結の日時点の既存賃貸借契約に定める令和８年度の金額を５年間据え置くこと。ただ

し、土地貸付料の変更について、各賃借人の同意が得られたときは、この限りであり

ません。

③下関第一ビルの管理にあたり、週１回以上の共用部の清掃並びに年１回以上の貯水槽

の清掃、水道検査及び消火器点検を買受人の負担により実施すること。ただし、実施

内容及び頻度の変更について、下関第一ビルの区分所有者全員の同意が得られたとき

は、この限りでありません。

④下関第一ビルの区分所有者に対して請求する管理費は、売買契約の締結の日から５年

間、１室あたり月額５００円とすること。ただし、管理費の変更について、区分所有

者全員の同意が得られたときは、この限りではありません。

・この物件調書は、物件の概要を把握するための参考資料ですので、事前に必ず購入希望

者ご自身において、現地及び諸規制等についての調査確認を行ってください。



物件番号 １

案 内 図

明 細 図



明 細 図



明 細 図



秘密保持契約書

下関市（以下「甲」という。）と （以下「乙」という。）とは、甲が所有する下

関市豊前田町三丁目１０番１号 外２筆の土地（以下「本件土地」という。）の売買に関す

る検討に当たり、甲が乙に開示する秘密情報の取扱いについて、以下のとおりの秘密保持

契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（目的）

第１条 本契約は、本件土地の売買の検討を目的とし、甲乙間で開示される秘密情報の適

切な保護及び管理を図ることを目的とする。

（秘密情報）

第２条 「秘密情報」とは、甲が乙に対し、書面、口頭、電磁的記録その他いかなる方法

によって開示した、本件土地に関する一切の技術上又は営業上の情報その他の情報（以

下に掲げる情報を含むがこれに限らない。）をいう。

(1) 本件土地の図面

(2) 本件土地に所在する建物の区分所有者の名簿、借地権、賃借権等の契約内容、土地

貸付料及び管理費の滞納状況等の個人情報

（除外事項）

第３条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は、秘密情報から

除外される。

(1) 開示を受けた時点で、既に公知であった情報

(2) 開示を受けた後、乙の責めに帰すべき事由によらずに公知となった情報

(3) 開示を受ける前から、乙が適法に保有していた情報

(4) 正当な権限を有する第三者から、秘密保持義務を負うことなく適法に取得した情報

(5) 開示された秘密情報によらずに、独自に開発・取得した情報

（秘密保持義務）

第４条 乙は、甲の書面による事前の承諾がない限り、秘密情報を第三者に開示し、又は

漏えいしてはならない。

２ 乙は、本契約の目的以外に秘密情報を使用してはならない。

３ 乙は、秘密情報を知る必要のある自己の役員及び従業員（以下「役員等」という。）に

限り開示できるものとし、当該役員等に本契約と同等の秘密保持義務を負わせるものと

する。

（秘密情報の管理）

第５条 乙は、秘密情報を善良なる管理者の注意をもって厳重に管理し、紛失、盗難、改

ざん、不正アクセス等を防止するための必要な措置を講じるものとする。

（複製等の制限）

第６条 乙は、甲の事前の書面による承諾なく、秘密情報の複製、改変又は分析を行って

はならない。

（情報の返還及び廃棄）

第７条 乙は、甲から要求があった場合又は本件土地の売買に関する検討が終了した場合



は、直ちに甲の指示に従い、秘密情報（複製物を含む。）を返還し、廃棄し、又は消去し、

その旨を甲に証明しなければならない。

（損害賠償）

第８条 乙が本契約の各条項に違反した場合、甲は、これによって被った損害の賠償を請

求することができる。

（有効期間）

第９条 本契約の有効期間は、本契約の締結の日から３年間とする。ただし、本契約の終

了後も第４条、第５条及び前条の規定は、当該秘密情報が公知となり、又は甲がその義

務を免除するまで有効に存続する。

（合意管轄裁判所）

第１０条 この契約に関する訴えの第一審の専属的合意管轄裁判所は、山口地方裁判所下

関支部とする。

（協議事項）

第１１条 本契約に定めのない事項について又は本契約に疑義が生じた場合は、甲乙協議

の上、解決する。

この契約の締結の証として、この契約書２通を作成し、双方記名押印の上、各自１通を

保有する。

令和 年（ 年） 月 日

甲 下関市

下関市長 前 田 晋 太 郎

乙 住所

氏名


